
「地上デジタル放送難視地区対策計画（第２版）」における対策策定状況（全国・九州）①

調査地区数
新たな難視ではないと判明

した地区数（※）
新たな難視と判明した

地区数（世帯数）

対策計画（初版）（Ｈ２１年８月） ６，０７５地区 ２，８４５地区
３，２３０地区

（約８．２万世帯）

対策計画（第2版）（Ｈ２２年１月） ８，８６４地区 ３，９５８地区
４，９０６地区

（約１３．０万世帯）

新たな難視地区の特定（第2版は２００８年までに開局した中継局関連を中心）

全国

九州

調査地区数
新たな難視ではないと判明

した地区数（※）
新たな難視と判明した

地区数（世帯数）

対策計画（初版）（Ｈ２１年８月） １，００２地区 ３７０地区
６３２地区

（約１．４万世帯）

対策計画（第2版）（Ｈ２２年１月） １，５２１地区 ４７９地区
１，０４２地区

（約２．１万世帯）

※ 「新たな難視ではないと判明した地区数」には、デジタル放送の良視地区のほか、受信世帯が無い地区、ケーブルテレビ/共聴施設による受信地区を含む。

※ 「新たな難視ではないと判明した地区数」には、デジタル放送の良視地区のほか、受信世帯が無い地区、ケーブルテレビ/共聴施設による受信地区を含む。

別添２



「地上デジタル放送難視地区対策計画（第２版）」における対策策定状況（全国・九州）②

対策地区数 対策計画策定 検討中

対策計画（初版）（Ｈ２１年８月） ３，２３０地区
１４０地区

（約０．８万世帯）
３，０９０地区

対策計画（第2版）（Ｈ２２年１月） ４，９０６地区
５３８地区

（約３．３万世帯）
４，３６８地区

新たな難視地区に対する対策計画

対策手法

中継局の設置 １５３地区

共聴施設新設 １９７地区

ＣＡＴＶ加入 １５３地区

高性能アンテナ対策 ３５地区

対策地区数 対策計画策定 検討中

対策計画（初版）（Ｈ２１年８月） ６３２地区
２１地区

（約２．９千世帯）
６１１地区

対策計画（第2版）（Ｈ２２年１月） １，０４２地区
６４地区

（約５．５千世帯）
９７８地区

対策手法

中継局の設置 ３１地区

共聴施設新設 ２０地区

ＣＡＴＶ加入 １３地区

高性能アンテナ対策 ０地区

全国

九州
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